



















　2017 年 3 月 31 日，改正職業安定法（以下，改正法）が成立した。主な内容は「ハローワークや
職業紹介事業者等のすべての求人を対象に，一定の労働関係法令違反を繰り返す求人者等の求人を
受理しないことを可能とする」（公布から 3 年以内施行），「職業紹介事業者に紹介実績等の情報提
供を義務付ける」（2018 年 1 月 1 日施行），「ハローワークでも，職業紹介事業者に関する情報を提
供する」（公布日施行），「求人者について，虚偽の求人申込みを罰則の対象とする。また，勧告
（従わない場合は公表）など指導監督の規定を整備する」（2018 年 1 月 1 日施行），「募集情報提供
事業について，募集情報の適正化のために講ずべき措置を指針（大臣告示）で定めることとすると
ともに，指導監督の規定を整備する」（2018 年 1 月 1 日施行），「求人者・募集者について，採用時
の条件があらかじめ示した条件と異なる場合等に，その内容を求職者に明示することを義務付け


































































　この指針に沿って，厚生労働省は 10 月 20 日，法改正の内容を周知するチラシをホームページ上
に公開した。そこでは，変更明示が必要な場合として 4つの例を示している。①当初の明示と異な
る内容の労働条件を提示する場合（例：基本給 30 万円／月→基本給 28 万円／月），②当初の明示
の範囲内で特定された労働条件を提示する場合（例：基本給 25 万円～ 30 万円／月→基本給 28 万
円／月），③当初の明示で明示していた労働条件を削除する場合（例：基本給 25 万円／月＋営業手
当 3万円／月→基本給 25 万円／月），④当初の明示で明示していなかった労働条件を新たに提示す



































　今回の法改正は，先に述べたとおり 3 月 31 日に成立し，6 月 30 日に指針が改定され，10 月 20








月末までのため，法施行の 1 月 1 日に有効な求人は，少なくとも 11 月 1 日以降受理分であるから
である。広く制度上の問題として，求人条件変更の「ルール」を問い合わせるものだと考えられる




















25 万円＋固定残業代 5万円」とすることや，当初「基本給 25 万円＋業務手当 5万円」を「基本給






































































合（2016 年 10 月 19 日）に提出された資料によると，2016 年 9 月 1 日時点で 1,224 団体（自治体
311 団体（45 都道府県，265 市区町村，国の機関 1 団体），職業紹介事業者 565 団体（有料 528 団
体，無料 37 団体），学校等 348 団体）が利用しており，2015 年度中の採用決定数は 4,743 件（自治
体 2,318 件，民間職業紹介事業者 900 件（有料 868 件，無料 32 件），学校等 1,525 件）となってい
る。単純に採用決定数を利用団体数で割ると，年間の就職決定件数は 1団体で 3.9 件，有料職業紹



















































前の 3 月 1 日以降に開始すること」「3 月 1 日以降の広報活動の実施にあたっては，当該活動への
参加の有無がその後の採用選考活動に影響しないものであることを学生に明示すること」「採用選





ワークでは，求人の受理を 3 月 1 日以降に行っているが，求人の公開は 6 月 1 日以降としており，
















































































































法案が，高度プロフェッショナル制度の導入や残業規制の上限を年間 720 時間，月 100 時間まで容
認する労働基準法改正案など，8法案の一括法として準備されており，またも不十分な審議で成立
させられる懸念がある。
　以上，職業安定法の改正を見てきたが，求人・求職が最も多く集まる安定所の現状に，必ずしも
目を向けた内容とはなっていない。就職に向けた職業相談，職業紹介は，人の生活や人生そのもの
に関わる重要な任務である。人権擁護の観点から法整備するのであれば，現実に安定行政で起きて
いる問題を直視し，その改善をめざすべきであると強く感じている。
 （かわむら・なおき　全労働省労働組合中央副執行委員長）　
